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（注１）この基本方針は、平成 26 年４月 22 日付けで総務省から策定要請のあった「公共施設等総合管理計画」として位置づけるもの

である。 
（注２）出典の表示のないグラフ・表については、大阪府公有財産台帳データ（平成 27 年３月末現在）を使用している。（府営住宅に

ついては、平成 27 年８月１日に移管済のものについて除いている。） 
 
 
 
 
 



 

改訂内容について（令和６年２月） 

 

総務省通知「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針の改訂について」（令和５年 10月

10 日付総財務第 152 号通知）を受け、次の内容について改訂した。 

 

主な改訂内容 

・公共施設等の計画的な改修等による脱炭素化の推進方針等を記載 

 

※ なお、現在、本基本方針に基づき平成 28年度から令和７年度までを緊急取組期間と位置 

づけて取り組んでおり、今回の改訂は社会的背景の変化等に伴うものではなく、上記のとお

り、総務省通知により新規に追加するものを主とし、本編の第１、第２及び第３並びに参考

資料編に記載の基礎データ等については、基本的には本基本方針策定時のものである。 

 

これまでの改訂の経緯と内容 

 

１．平成 31 年２月版 

 

国から「公共施設等総合管理計画」への記載事項について新たな要請(※)があったことや、本

方針策定後３年間の取組みにより、施設の維持管理等に要する中長期的な経費見込みの算出など

一定の進捗があったことから、方針を改訂した。 

（※ 「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針の改訂について」（総務省 平成 30 年 

    ２月 27 日）） 

 

主な改訂内容 

国からの要請によるもの 

・30 年程度以上の中長期的な経費の見込み 

・ユニバーサルデザイン化の推進方策 

・地方独立行政法人が所有する施設の追加 

府の基本方針に基づくもの 

・平成 28～30 年度の取組み 

・平成 31年度以降の取組み 

  なお、基礎データ等は、方針策定時の数値による。 

 

２．令和４年３月版 

 

総務省通知「令和３年度までの公共施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項につい

て」（令和３年１月 26日付総財務第６号通知）等を受け、次の内容について改訂した。 

 

主な改訂内容 

  ・個別施設計画を位置づけるとともに、関連する事項を改訂。 

・「公共施設等の維持管理・更新等に係る経費見込み」を算出。 

  ・総務省通知に基づく参考資料を追加。 

  ・「第５ 基本方針に基づく具体的な取組み」について、これまでに行った実績を踏まえ、 

部分改訂。 

 

 ※ なお、現在、本基本方針に基づき平成 28年度から令和７年度までを緊急取組期間と位置 

づけて取り組んでおり、今回の改訂は社会的背景の変化等に伴うものではなく、上記のとお 

り、総務省通知により新規に追加するものを主とし、本編の第１、第２及び第３並びに参考 

資料編に記載の基礎データ等については、基本的には本基本方針策定時のものである。 

- 序 - 


